
【重点項目】

No 種別 提言先省庁 県担当部等

別紙 新規 内閣官房 雇用

1
一部
新規

まち・ひと・しごと創生本
部、
総務省、文部科学省

戦企、教育

2
一部
新規

総務省 総務

3 新規 総務省 総務

4 総務省 総務

5
一部
新規

厚生労働省 健福

6 内閣府,厚生労働省 健福

7 新規 厚生労働省 健福

8 国土交通省 地連

9 国土交通省 地連

10 新規 農林水産省 農林

11 新規 内閣官房、農林水産省 農林

12
一部
新規

国土交通省 県土

13 国土交通省 県土

14
一部
新規

総務省、財務省、国土交通省 県土

15 国土交通省 県土

16 国土交通省 四港四日市港の物流機能強化および強靭化

※一般項目は裏面

ジビエの普及に向けた施策の強化・充実

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた国産農林水産物の供給体制の整備

安全な県土の構築と地域の成長力を支える道路ネットワークの強化

激甚化する水害・土砂災害や切迫する巨大地震に備える河川・海岸事業の推進

地域を支える社会資本整備、地域における防災減災対策や老朽化対策への支援

七里御浜海岸における侵食対策の直轄事業化

伊勢志摩サミット開催経費の本県負担分に関する特別交付税措置

地域の医療需要を満たす医療提供体制の構築

きめ細かな少子化対策を講じるための安定した財源の確保

里親委託や特別養子縁組の推進

リニア中央新幹線の三重・奈良ルートによる東京・大阪間の全線同時開業

中部国際空港の機能強化（二本目滑走路の早期整備による完全24時間化）の実現
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項    目

ポストサミット事業等への協力・支援

地方創生を着実に推進するための支援の充実［若者の県内定着の促進・政府関係機関の地方移転］

地方が創意工夫により自立的な行財政運営を行うための地方一般財源の確保・充実

緊急防災・減災事業債の延長



【一般項目】

1 内閣府 防災

2
一部
新規

消防庁 防災

3
一部
新規

文部科学省 防災

4 経済産業省、国土交通省、気象 防災

5
一部
新規

内閣官房、内閣府、
総務省

戦企、総務
地連

6 総務省 総務

7
一部
新規

内閣府、厚生労働省、
文部科学省

健福

8 厚生労働省 健福

9 総務省、国土交通省 健福

10 新規 厚生労働省 健福

11 新規 厚生労働省 健福

12 新規 厚生労働省 健福

13 新規 厚生労働省 健福

14
一部
新規

内閣府、厚生労働省 健福

15 スポーツ庁 健福

16 厚生労働省 健福

17 新規 厚生労働省 健福

18
一部
新規

文部科学省、厚生労働省 健福

19 厚生労働省 健福

20 厚生労働省 健福

21 厚生労働省 健福

22 厚生労働省 健福

23 厚生労働省 健福

24 厚生労働省 健福

25 新規 厚生労働省 健福

26 新規 内閣官房、文化庁 環境

27
一部
新規

文部科学省 環境、教育

28 総務省、環境省 環境

29 厚生労働省、内閣府 環境

30 総務省、法務省、文部科学省 環境

31 内閣府 環境

32
内閣官房、内閣府、総務省、
法務省、外務省、厚生労働
省、文部科学省

環境

33 内閣府 環境

34
一部
新規

環境省、財務省 環境

35 国土交通省 地連

36 国土交通省 地連

37 国土交通省 地連

38
一部
新規

スポーツ庁 地連

39 農林水産省 農林

40
一部
新規

農林水産省、消費者庁 農林

41
一部
新規

農林水産省 農林

42
一部
新規

農林水産省 農林

43
一部
新規

農林水産省 農林

44
一部
新規

農林水産省 農林

45 農林水産省 農林

46 厚生労働省 雇用

47 厚生労働省 雇用

48 経済産業省 雇用

49 新規 経済産業省 雇用

50 経済産業省 雇用

51 新規 経済産業省 雇用

52 新規 内閣府、観光庁 雇用

53
一部
新規

国土交通省、観光庁 雇用

54 国土交通省 県土

55 文部科学省 教育

56 文部科学省 教育

57 新規 スポーツ庁 教育

58 文部科学省 教育

59 文部科学省、文化庁 教育海女漁の文化財指定への取組

地方における訪日外国人旅行者誘致の取組に向けた支援

三重とこわか国体（平成33年開催）に向けた都市公園施設整備への支援

学級編制標準の引き下げと加配定数の維持・拡充

学力向上施策に対する支援の充実

子どもたちの体力向上のための施策等の充実

高等学校専攻科の法的な整備の推進

次代を担う若者の就労支援

中小企業・小規模企業支援

信用補完制度のあり方

地域中小企業応援ファンド事業にかわる新たな支援策の創設

企業立地促進法に基づく支援措置の拡充

「日本版ＤＭＯ」創設に向けた支援メニューの拡充

農業の担い手の持続的な経営安定を図るための施策の充実

林業の活性化に向けた支援

水産物の輸出を促進するための環境整備

「豊かな海」伊勢湾の再生に向けた支援

国土強靱化に向けた農林水産業施設の計画的な整備の推進

障がい者の雇用をより効果的に推進する事業等の充実

川上ダム建設事業の促進

地籍調査の推進

生活交通手段の確保

国民体育大会の開催に係る運営費等の支援

農業の競争力強化および農村の防災、獣害対策に資する予算の十分な確保

ＴＰＰ協定に係る農林水産業対策の的確な実施

水道施設の災害対策に係る財政支援の充実

人権が尊重される社会づくりの推進

地方の実情に応じた女性の活躍推進の支援

多文化共生社会づくりの推進

性犯罪・性暴力被害者支援の推進

廃棄物の適正処理の推進および不適正処理対策への支援

がん緩和ケア体制の充実

自殺対策予算の確保

がん診療連携拠点病院におけるＰＤＣＡサイクルの確保に係る全国基準の早期提示

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした文化芸術施策の強化

学校施設の耐震性の確保等、学校施設整備事業の拡充と財源確保

海岸漂着物対策の推進

国民健康保険制度改革の適正な推進

医師の確保および看護職員の教育の充実に向けた取組

地域医療提供体制の充実に向けた支援

災害時の医療提供体制の整備

財政支援の対象とする救急搬送困難事例受入医療機関の拡大

難病対策の充実と医療費助成事務の円滑な実施

生活困窮者自立支援制度充実への支援

地域生活定着促進事業の法定化

軽費老人ホームの介護保険サービス事業所への移行に係る制度の充実

障がい者の地域生活への移行と地域生活支援の推進

障がい者スポーツの推進

暮らしの安心を支える医療費助成制度の充実

マイナンバー制度に係る適切な財政措置等

平成29年度税制改正に向けた提言・要望

希望がかなう少子化対策～将来世代を応援～

予防接種の推進

駅舎のバリアフリー化推進のための財政措置の拡大

民生委員・児童委員活動への支援となり手不足の解消

津波や高潮被害に備えるための海抜ゼロメートル地帯における広域避難対策の推進

消防力向上への取組に対する支援措置の充実

県南部地域の津波防災対策へのＤＯＮＥＴの活用促進

自然災害に対する観測・予測に向けた精度の向上と地域の状況に応じた気象警報の運用


